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上場会社名 リョービ株式会社 

代表者 代表取締役社長 浦上 彰 
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問合せ先責任者 執行役員 経営企画本部副本部長 

 兼 財務部部長 有廣 弘 

(TEL 03-3501-0511) 

 

株主提案に対する当社取締役会意見に関するお知らせ 

 

当社は、当社個人株主1名（以下「本提案株主」といいます。）より、2025年 3月開催予定の当社第113

回定時株主総会における議題について、株主提案（以下「本株主提案」といいます。）を行う旨の書面を受

領しておりましたが、本日の取締役会において、本株主提案について反対することを決議いたしましたの

で、下記のとおりお知らせいたします。 

記 

 

１．株主提案の内容 

（１）議題 

議題1：剰余金の処分の件 

議題2：日本事業の継続的な価格適正化の検討委員会の設置に関する定款の一部変更 

 

（２）議案の内容及び提案理由 

別紙「本株主提案の内容」に記載のとおりであり、本株主提案に係る書面の該当箇所を原文のま

ま掲載しております。 

 

２．株主提案に対する当社取締役会の意見 

（１）議題1に係る議案に対する当社取締役会の意見 

当社取締役会としては、本株主提案に反対いたします。 

 

（反対の理由） 

当社は、株主の皆様に対する利益の還元を重要な経営方針の一つとして位置づけており、中長期

的な業績の向上を図り、成長投資と株主の皆様への安定した利益還元の維持を基本としております。

また、安定的な配当継続に加え、配当性向 30%程度を目途に諸条件を勘案し株主の皆様への利益還

元を決定しております。 

この方針に基づき、一株当たり配当金は 2022 年 12 月期、2023 年 12 月期と続けて増配し、2024

年 12 月期も 85 円(配当性向 39.7%)と増配を継続し、配当性向 30%を大きく上回る配当を実施する

予定です。 

また、当社は長期的に目指す2035年度のありたい姿を明確にしたうえで、2025年 2月13日付け

で「中期経営計画(2025 年-2027 年)」（以下「中期経営計画」といいます。）を発表いたしました。

「私たちの知恵と行動で未来を拓く～Challenge 2027～」をスローガンとし、3年間で約700億円

の成長投資を行い、経営基盤の更なる強化・安定を図り、外部環境の変化に強い企業体質の構築を

目指していきます。 
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中期経営計画では営業キャッシュフローを中心に財務の安定性を確保しながら、有利子負債の活

用や政策保有株式の売却等による資本効率の改善を実施します。それらをコアビジネスであるダイ

カスト事業の成長投資やインフラ整備、軽量化・電動化による戦略製品の新規受注対応、将来を見

据えた大型部品（ギガキャスト）に対する技術開発投資等、財務の安定性を維持しながら、企業価

値向上に資する投資を進めてまいります。 

これらの施策は、当社の経営基盤の更なる強化・安定、及び継続的成長に不可欠であり、長期的

な企業価値の向上を通じて、株主の皆様の利益に資するものと考えております。もとより、投資を

進めるにあたっては、将来の事業の方向性や収益性等に留意し、その内容を十分に精査・選別して

実行していく方針です。 

また、当社は資本コストや株価を意識した経営の実現を目指して、PBR の向上および ROE 向上や

資本コストの低減によるエクイティスプレッドの改善が急務と考えます。ROE は当社が認識してい

る資本コスト8～9％を下回っており、今後の企業価値向上のためには、資本収益性の改善とともに、

将来の利益成長期待の醸成が重要と認識しております。中期経営計画の確実な実行による収益力の

向上とともに、資本政策への取組みと資本市場との対話等を同時に進めることで、PBR の向上に繋

げてまいります。 

 

そのような中、中期経営計画において、株主還元については、経営の最重要課題の一つと位置付

けており、株主還元を強化していきます。具体的には中期経営計画期間中の株主還元としては、累

進配当を採用し、初年度は一株当たり100円を下限とし、以後、維持または増配し、総還元性向は

40％を目安に実施してまいります。また、自社株式の取得については、最適資本構成も意識しなが

ら株価等を総合的に勘案したうえで、適切な時期・規模で機動的に実施してまいります。 

このように当社は、事業の成長こそが企業価値を向上させ、成長投資と株主還元のバランスを考

慮することがROEやPBRの向上に不可欠であると考えております。 

一方、本株主提案に基づく株主還元を実施した場合、利益の大部分を配当に充てることとなるた

め、企業価値向上の根幹をなす成長投資の財源を損ない、加えて財務の安定性を失う懸念が強く、

結果として、株主の皆様の中長期的な利益を損なうことに繋がりかねないと認識しております。し

たがって、本株主提案は、当社が成長戦略を推進するうえで、適切ではないと考えております。 

 以上により、当社取締役会としては、本株主提案に反対いたします。 
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（２）議題２に係る議案に対する当社取締役会の意見 

当社取締役会としては、本株主提案に反対いたします。 

 

（反対の理由） 

当社取締役会については、会社経営等に参画した実績を有する独立社外取締役を独立社外取締役比

率で過半数となる4名選任し、客観的立場から経営への助言・監督を受けております。また、中期経

営計画策定に際しても、社外の専門家の意見・知見を取り入れながら、社外取締役を含め、十分な議

論を行っております。 

このほか、重要な意思決定については、社外取締役が四半期ごとに経営会議に参画し、議論すると

ともに、当該議論を踏まえた上で取締役会に議案を諮っており、特に設備投資に関する議案について

は、その背景や投資の目的を明確にするとともに、その効果・効率を勘案し、一定の投資回収期間や

内部利益率を確保することを十分に検証した上で実施を決定しております。 

また、当社は株主・投資家の皆様との対話を深めるため、IR・SR 活動の充実を図るとともに、当該

活動で頂いたご意見等について、取締役会は適宜報告を受ける等の体制を整備しております。 

このように、当社における全般的な戦略については、社外取締役、社外の専門家、及び株主・投資

家の皆様等の第三者の視点を反映しながら適切な意思決定を行う体制が既に構築されているものと

考えています。エネルギー価格高騰などによるコスト上昇といった外部環境の変化に対応し、持続的

な企業価値の向上を図っていくためにも、第三者の視点を取り入れた上記のコーポレートガバナンス

体制による検討・協議を実施していくことこそが、何より重要であると考えます。 

なお、中期経営計画における当社ダイカスト事業の事業戦略において、適正な価格反映と生産性向

上を重点課題と掲げており、これらの諸施策を実施していくことが取引価格の適正化も含めた当社事

業の収益性改善に繋がると確信しております。 

 

そもそも、定款は会社の組織及び経営の根本原則を定めるものです。本株主提案において述べられ

ている設備投資と取引価格の適正化には、取締役会の経営判断に属すべき具体的事項が含まれており

ますが、それをどのような社内体制・プロセスで検討・判断するかについても、経営判断のために必

要な知見・能力と情報を最も兼ね備えた取締役会が、その時々における状況を踏まえて決定すべき事

項といえます。このように、本株主提案が求める「日本事業の継続的な価格適正化の検討委員会」設

置に関する定款変更は、その性質上、定款に馴染まず、一般的な定款の範囲を超えたものであり、か

かる定款変更により、かえって、取締役会の経営判断、及びそのプロセスの硬直性を招き、その機動

性や柔軟性が損なわれる可能性もあると考えます。  

以上により、当社取締役会としては本株主提案に反対いたします。 

 
 

以 上 
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（別紙「本株主提案の内容」） 

 ※本提案株主から提出された本株主提案に係る書面の該当箇所を原文のまま掲載しております。 

 

 

Ⅰ．提案する議題 

１．剰余金処分の件 

２．日本事業の継続的な価格適正化の検討委員会の設置に関する定款の一部変更 

  

  

Ⅱ．提案の内容及び提案の理由 

１．剰余金処分の件 

［提案の内容］ 

（１）配当財産の種類 

 金銭 

（２）配当財産の割当てに関する事項及びその総額 

普通株式1株当たりの配当金額（以下「1株配当」という。）として、206円から、第113回定時株主

総会において可決された当社取締役会が提案した剰余金処分に係る議案（以下「会社側利益処分案」

という。）に基づく1株配当を控除した金額を配当する。 

2024年 12月期1株当たりの純資産の100分の4について1円単位未満を切り捨てた金額が206円

と異なる場合は、冒頭の206円を、2024年12月期1株当たり純資産の100分の4について1円単

位未満を切り捨てた金額に読み替える。 

 尚、配当総額は、当社の第 113 回定時株主総会の議決権の基準日現在の配当の対象となる株式数を

 乗じた額となる。 

（３）剰余金の配当が効力を生じる日 

 当社の第113回定時株主総会の開催日の翌日 

尚、本議案は第113回定時株主総会に会社側利益処分案が提案された場合、同提案とは独立且つ同提案と 

両立するものとして、追加で提案するものである。 

  

［提案の理由］ 

本議案は、１株当たり純資産の100分の4、すなわち純資産配当率（以下「DOE」という。）4%に相当する配

当を企図した議案です。 

2023 年 1 月に東京証券取引部から公表された「市場区分の見直しに関するフォローアップ会議の論点

整理」において、継続的にPBR1倍を割れている企業は改善に向けた方針や具体的な取り組みが必要との

考えが示されております。 

当社は、過去 10 年以上にわたって PBR1 倍を大きく下回っており、2023 年 12 月決算説明会資料にて

「資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応について」を公表していますが、2025年1月 10

日現在においてPBRは 0.44 倍と異常に低い水準で推移しています。 

当社の株主資本コスト 8～9％程度に対して ROE は 5％程度で推移しています。これは過去の過大な設

備投資による規模拡張路線を行ったものの利益は十分に稼げていないこと、さらには還元水準が配当性

向30％と低く、十分な株主価値向上策を行えていないことが要因です。この方針が継続されている以上、

今後の企業価値向上は望めません。株主還元においては、中長期的な企業価値の向上に向けて、積極的な

利益還元を行い、自己資本の過剰積み増しを行わずにコントロールしていく方針を明確にすることが望

ましいと考えます。 

そのため、提案株主は、当社の株価の評価の改善を図るために、株主への一定水準の還元を保証するこ

と、すなわちDOEを株主還元方針に導入し、DOE4％相当の金額の配当とすることを提案します。 
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２．日本事業の継続的な価格適正化の検討委員会の設置に関する定款の一部変更 

［提案の内容］ 

定款に、担当取締役及び社外取締役をメンバーとして、外部アドバイザーの知見も活用しつつ、販売価格

の引き上げによる日本事業の収益力向上を図るための検討委員会を設置する旨の規定を追加する。 

  

［提案の理由］ 

過去10年間の当社の設備投資を振り返ると、将来成長に向けた新規受注品のための設備投資を理由と

して、多額の設備投資が行われてきました。一方で、売上高は一定程度拡大したものの、営業利益、営業

利益率は低迷したままです。 

（参考）2015年 3月期以降の推移 
 

15年3月期 16年3月期 17年3月期 18年3月期 18年12月期 19年12月期 20年12月期 21年12月期 22年12月期 23年12月期 24年12月期 

売上高 227,163 254,508 241,251 247,192 216,187 220,519 170,973 198,073 249,521 282,693 292,000 

営業利益 9,122 12,832 12,624 13,212 13,579 8,495 -1,789 -1,524 6,969 12,214 8,500 

営業利益率 4.0% 5.0% 5.2% 5.3% 6.3% 3.9% -1.0% -0.8% 2.8% 4.3% 2.9% 

減価償却費は年々増加し、2015年 3月期の143億円に対して2023年12月期の185億円と1.3倍にな

っています。一方で、営業利益は2015年3月期の91億円に対して2024年 12月期予測の 85億円と増加

していません。営業利益率は、過去10年間の平均は4.4％（2020年 12月期、2021年12月期の赤字決算

を除く）と低迷しており、無秩序な規模拡大により、設備投資に見合った十分な利益を生み出せていませ

ん。 

地域別でみると、製品優位性が評価されていることで利益率が比較的高い北米に対して、日本事業の

利益率は4％以下と推測されるにもかかわらず、過去5年間において毎年50億円規模の設備投資を日本

事業に行い、2024年12月期には約120億円の設備投資を行ったことは、資本収益性の観点から妥当性が

ありません。設備投資を行う際には株主資本コストを上回る投資であるかを十分に検証し、適切な価格

の引き上げを取引先に対して求めるべきです。さらに、昨今、物流費や燃料費の高騰、賃金上昇などの

コストも上昇しています。そうした状況も踏まえ、適切な価格転嫁を行い、上場企業としてあるべき利

益率の向上を図るべきです。 

また、住建機器事業、印刷機器事業についても、利益率はおおむね5％以下と低調に推移しているにも

かかわらず、事業再編の進捗が遅く、資本効率の最適化がなされておりません。 

そのため、提案株主は、資本収益性に見合った投資計画の見直し、販売価格の引き上げによる日本事業

の収益力の向上を図るための検討委員会の設置を提案します。  

  

 

 

以 上 
 

 


